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遺族補償年金における差別
長 尾 英 彦
大阪地裁 平成年月日判決 (判例時報号頁)
[事実の概要]
原告 (Ｘ) の妻は地方公務員であったが, 精神障害を発症し自殺した｡
これは公務災害として認定された｡
Ｘは, 地方公務員災害補償法 (以下 ｢地公災法｣ という) に基づき,
Ｙ (被告：地方公務員災害補償基金大阪支部長) に対し, 遺族補償年金
(等) の支給を請求した｡
地公災法条は,
｢職員が公務上死亡し, 又は通勤により死亡した場合においては,
遺族補償として, 職員の遺族に対して, 遺族補償年金を支給する｣
と規定しているが, さらに受給資格として条を置き, その１項本文
は, ｢遺族補償年金を受けることができる遺族｣ として,
｢職員の配偶者 (内縁関係にあった者を含む｡), 子, 父母, 孫, 祖
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父母及び兄弟姉妹｣
と規定した上で,
｢職員の死亡の当時その収入によって生計を維持していた者｣ であ
ること,
を要求している (以下 ｢生計維持要件｣ という)｡
しかも, 同項但書は, 妻 (内縁関係にあった者を含む) 以外の者につ
いては,
｢職員の死亡の当時次に掲げる要件に該当した場合に限るものとす
る｣
とし, その１号で,
｢夫････については, 歳以上であること｣ (下傍線引用者)
と定めている (以下 ｢本件年齢要件｣ という)｡ これに対し, (職員た
る) 夫死亡の場合の妻は, 上記のとおり年齢と関係なく受給できる (以
下 ｢本件区別｣ という)｡
なお, この ｢歳以上であること｣ との要件に関しては, 同法附則７
条の２第２項において, ｢当分の間, 歳以上歳未満の場合には遺族
補償年金を受けることができる遺族に該当する｣ 旨の特例が定められて
おり, 当該特例は現在も継続している｡
Ｘは, 妻の死亡当時歳であったことから, (上記特例にすら該当せ
ず) 同年金を不支給 (一時金のみ支給) とする処分を受けた｡
Ｘは, 本件年齢要件の規定が法の下の平等 (憲) に違反するとして,
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不支給処分の取消を求めて訴訟を提起した｡
[判 決]
大阪地裁は, 以下のように, 本件年齢要件の規定が憲法条１項に違
反すると判示し, 原告の請求を認容した｡
｢憲法条１項は, 法の下の平等を定めており, この規定は, 事柄
の性質に応じた合理的な根拠に基づくものでない限り, 法的な差別的
取扱いを禁止する趣旨のものである･･･｣｡
遺族補償年金は, ｢一種の損害賠償制度の性格を有しており, 純然
たる社会保障制度とは一線を画するものである｣ が, [被告の主張す
るように] ｢社会保障的性質をも有することは否定できない｣｡
したがって, 遺族補償年金制度について ｢どのような立法措置を講
じるかの選択決定は, 上記制度の性格を踏まえた立法府の合理的な裁
量に委ねられており, 本件区別が立法府に与えられた上記のような裁
量権を考慮しても, そのような区別をすることに合理的な根拠が認め
られない場合には, 当該区別は, 合理的理由のない差別として, 憲法
条１項に違反するものと解するのが相当である｣｡
｢････いわゆる専業主婦世帯を想定し, その働き手である夫が死亡
した場合に, ････妻については, 年齢や障害の有無に関わらず類型的
に生計自立の能力のない者として, 年齢要件等を設けずに生計維持要
件を有する者は遺族補償年金の受給権者としたことは, 地公災法が立
法された当時においては, 一定の合理性があったといえる｣｡
｢しかし, 上記立法の基礎となった社会状況は時代とともに変遷す
るものでもある上, 本件区別の理由は性別という, 憲法の定める個人
の尊厳原理と直結する憲法条１項後段に列挙されている事由による
ものであって, 憲法が両性の本質的平等を希求していることは明らか
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であるから, 本件区別の合理性については, 憲法に照らして不断に検
討され, 吟味されなければならないというべきである｣｡
｢････地公災法の立法当時, 遺族補償年金の受給権者の範囲を画す
るに当たって採用された本件区別は, 女性が男性と同様に就業するこ
とが相当困難であるため一般的な家庭モデルが専業主婦世帯であった
立法当時は, 一定の合理性を有していたといえるものの, 女性の社会
進出が進み, 男性と比べれば依然不利な状況にあるとはいうものの,
相応の就業の機会を得ることができるようになった結果, 専業主婦世
帯の数と共働き世帯の数が逆転し, 共働き世帯が一般的な家庭モデル
となっている今日においては, 配偶者の性別において受給権の有無を
分けるような差別的取扱いはもはや立法目的との間に合理的関連性を
有しないというべきであ｣ る｡
｢････夫についてのみ歳以上････との本件年齢要件を定める地公
災法････の規定は, 憲法条１項に違反する不合理な差別的取扱いと
して違憲・無効であるといわざるを得ない
(１)
｣｡ (控訴)
[検 討]
判旨は妥当であると思われる｡
(１) 遺族補償年金の法的性質
判決は, 遺族補償年金制度の法的性質について検討している｡ 原告は,
損害賠償制度としての性質を有するものと主張したのに対して, 被告側
は, 社会保障的性質のものと反論した｡ 損害賠償であるならば, 支給を
受ける側の性別は関係ないはずである, という趣旨なのだろうか｡
しかし, 判決はどちらか一方というようには決めつけずに, 双方の性
質を有するものと認定しているようである｡ なるほど, 遺族補償年金は,
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同一の事由により他の社会保障給付をも受給できる場合においても併給
が禁止されていない (調整前の年金額の８割以上を受給可能) など, 純
然たる社会保障給付とは一線を画するものといえる｡ しかし他方, 地方
公務員災害補償制度の形成の経緯 (従前の各職種分野の業務災害保険制
度が統合されたもの) や, 受給権者が死亡, 婚姻などした場合は受給権
が消滅するとされている一方で, これらの事情が生じない限り, 死亡し
た職員の就労可能年数を経過した後も受給権を失わないとされており,
又, 他の社会保障給付との間に調整規定が置かれていること, などに照
らすと, 独力で生計を維持することのできない者に喪失した被扶養利益
を補填する, という社会保障的性質も否定できない｡
それにより, ｢ [遺族補償年金制度について] どのような立法措置を
講じるかの選択決定は, 上記制度の性格を踏まえた立法府の合理的な裁
量に委ねられて [いる]｣ とした (下傍線引用者) が, 文脈からして,
たとえば堀木訴訟最高裁判決 (最大判昭..判例時報号頁
(２)
)
のような, きわめて広汎な立法裁量に委ねる趣旨ではなさそうである｡
(２) 本件区別の根拠？
｢夫が死亡した妻は困窮するが, 妻が死亡しても夫は困らないだろう｣
という趣旨の本件区別は, どこに根拠があるのか｡ 判決文中で, 国会で
の質疑が紹介されている｡ すなわち, 昭和年４月日, 参議院地方行
政委員会において, ｢妻については遺族補償年金の受給資格に年齢要件
がないことが男女の平等の観点から問題があるのではないか｣ という質
問に対して, ｢一般的に言って, 妻の場合には就業の機会が難しいとか,
就業しても給与が低いという問題があって, 生活の困難ということが考
えられる｣ という趣旨の答弁がなされている
(３)
｡ おそらく, この辺にカギ
がありそうである｡
就業の機会や労働条件 (給与等) を言うならば, 現在でも, 男性と女
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性で全く差が無い, とはいえないであろう｡ おそらくは, 男性と比較す
れば女性の方が不利な状況にあると思われる｡ しかし, 本件規定が制定
された時代のそれと比較すれば, 事情は大きく変化していると見るべき
である｡ 女性の社会進出が進み, むしろ共働き世帯の方が多数派を占め
るに至っている｡ 他方, 男性であっても, リストラで失職したり, 非正
規雇用で不安定就労を甘受しているケースも, 今日にあっては決して珍
しい話ではない｡ さらに, 判決文指摘のように, ｢妻の死亡により家庭
責任が増大した結果, 遺族である夫が, 従前と同程度の収入を得ること
が難しくなる場合すらありうる｣ (家事や子育ての責任がかかってきて,
思うように仕事ができなくなる, という趣旨か) のである
(４)
｡
そうすると, 専業主婦世帯であること, 又, 夫が定年まで終身雇用で
あることを (ほとんど) 所与の前提として形成された本件区別には, も
はや合理性はないと見るべきであろう｡
外貌の醜状障害について, 性別により等級に差異を設けていた労働者
災害補償保険法の規定が憲法条１項違反と判示された京都地判平.
.判例時報号頁においても, 顔に傷痕が残ったということに
よって受ける苦痛・ダメージは男性よりも女性の方が大きいといえるか,
言い換えれば, 容貌のことをとやかく言われる機会は女性の方が多いの
か, という点については, そのようなことが ｢あるといえなくはない｣
とされている｡ しかし, たとえ現実にそういう差異があったとしても,
それは, 生涯において年金が受給できるか, 一時金のみか, という別扱
いを正当化できるほどのものとまではいえない, と判示したのである
(５)
｡
(３) 判断枠組
本判決の特徴として, 上述のように ｢社会の変化｣ ということを正面
から取り上げ, これを軸として, 立法事実論に踏み込んだ審査を行なっ
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ていることが挙げられる
(６)
｡ 判決文中では, たとえば, 平成年度から,
児童扶養手当が父子家庭にも支給されるよう改められたという情勢にも
言及されている｡
筆者は, このような (違憲審査の活性化を導く) 判断手法については,
これを支持したいと考える｡ しかし他方, 立法権への過度の介入になら
ないか, という懸念も指摘されているところである｡ ｢社会変化の法理
はいかなるケースにも適用可能なオールマイティ型の判断手法としてで
はなく, 適用場面をある程度限定して考えていくことになろう
(７)
｣ ととら
えるべきであろうか｡
なお, 憲法条１項後段の ｢５つの列挙事由｣ の法的意味について,
従来の最高裁判決は ｢単なる例示｣ ととらえてきたと思われるが, 本判
決は上記引用のとおり, ｢本件区別の理由は性別という, 憲法の定める
個人の尊厳原理と直結する憲法条１項後段に列挙されている事由によ
るものであって, ････合理性については････不断に検討され, 吟味され
なければならない｣ と, 何かしら ｢例示｣ を超えたものを示唆している
ように感じるのは, 筆者の読み過ぎであろうか｡
(４) 残された課題
以上の諸点を踏まえてみると, ｢(社会変化を云々する以前に) むしろ
区別そのものが制定当初から有効だったか否かについて踏み込むことも
できたはずである
(８)
｣ という問題提起は重要である｡
しかし, 本判決は, 立法制定当初でも, ｢生計自立能力のある妻／な
い夫｣ はいたはずで, そのような議論をすると, ｢あらゆる場面で厳格
な合理性の審査により平等取扱いが担保されていない限り社会保障立法
ができないという弊害を招きかねない｣ として, この点には立ち入らな
かった｡
但, 先述のとおり, 本事案は ｢性別｣ に基づく別扱いに関するものな
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のだし, 生計自立能力の点に限っていえば, たとえば所得制限などの方
法で (生存配偶者がおよそ補償を必要としないほど裕福であるというな
ら, 給付開始を [歳まで] 先延ばしにするなど) 対応は可能ではない
か, と思うのだが (専業主婦世帯ならば, 別段不利益になるようなこと
はなさそうである), そのような発想が出てくる時代ではなかったとい
うことだろうか｡
又, 本件区別について, ｢女性を有利に扱う別扱い｣ というとらえ方
がされているが, 筆者に言わせれば, むしろ ｢男性を (不当に) 不利に
扱う別扱い｣ と記した方が適切なのではないか｡ しかも, 現実の取扱い
としては男性側に不利といえても, ｢女性の方が生計自立能力が低い｣
と類型的に決めつけている点では, むしろ女性差別の要素も含んでいる,
といえるのではないか
(９)
｡ この辺は, つまるところ ｢平等とは何か｣ とい
う古典的な問題に帰着しそうである｡
[註]
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※ 労災保険法条の２第１項, 国家公務員災害補償法条１項は, いずれも
地公災法条と同様に, 従業員ないし職員たる妻死亡の場合の夫については,
受給資格として, ｢歳以上であること｣ と規定しており, 本件訴訟の動向
によっては影響を受けることが予想される｡
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